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Zaijyu Kyoko's 
Pickup!
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　子供たちの笑顔あふれる賑やか
な体験授業になりました。講師の
みなさま、ご尽力を誠にありがと
うございました。

在住協通信のナビゲーター
在住 協子です!

株式会社シノコー　　篠塚先生

株式会社オークス 　   田辺先生・タイン先生
株式会社野村住建　　野村先生・彩李先生

株式会社小薮設備　　小籔先生
※写真左より

小学校体験授業 「けんちく職人入門」を開催
2月8日（土）東京都墨田区立業平小学校で総勢144名が参加
　１年生72名、保護者72名に参加いただき、
体験授業を開催しました。木造住宅がどうやっ
てつくられるのか、職人がどんな風に仕事をし
ているのか解説や実演を交えて紹介。木造住宅
や職人の仕事を身近に感じていただく貴重な機
会となりました。
　最後は子供たちから、「おやかた！ ありが
とうございました！」と大きな声で挨拶。終了
後には御礼のお手紙までいただきました。
　家づくりのバトンをつないでいけるよう、会
員の皆さまと力をあわせて取り組んでいます。
　

最後に作品を掲げ「親方ありがとう！」と大合唱 親方のカンナ削り実演

終了後に届いた御礼のお手紙



お知らせ

在住協LINE公式アカウント

官公庁や関連団体から出される必要な最新情報をメルマガや在住協HPでいち
早くお届けしています。下記QRコードより改めて情報をご確認ください。

〒108-0074
東京都港区高輪2丁目14番18号 グレイス高輪207
TEL：03-6408-0285　FAX：03-6408-0286
e-mail：zairai@jtha.jp　HP：https://jtha.jp/

一般社団法人 日本在来工法住宅協会
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発行元
Japan Traditional Wooden Home Association

2025年3月吉日発行

お友達追加を
お願いします！

カラーで読みやすいメール講読へ変更されませんか？貴社名・ご担当者
様名・メールアドレス明記の上、zairai@jtha.jp までご連絡ください。

1.

配信停止をご希望の場合は、会社名及びFAX番号、「通信配信停止希
望」とご記入の上、FAXでご連絡下さい。ご連絡のタイミングにより次
月も届く場合がございます。予めご了承下さい。

2.

FAX講読ご利用中のみなさまへ

・池田建工 様（岐阜県）
・丸久 様　　（岐阜県）
・厚木安全協力会　3件
・菊水化学工業㈱安全協力業者様　24件
・千葉安全協力会　2件
・栃木安全協力会　10件
・新潟安全協力会　7件
・松山安全協力会　4件
・横浜安全協力会　9件

We are members!We are members!We are members!

新規入会の皆様新規入会の皆様
末永くよろしくお願い致します末永くよろしくお願い致します

新規会員のご紹介

在住協事務局便り 事務局長梅村の千葉訪問記
　在住協通信２月号の”北海道訪問記”を
ご覧になった千葉ニュータウン支部長か
ら「是非うちでもやってよ！」とお声が
けを頂き、協会概要と事業活動について
説明して参りました。
会合の終わりには、在住協を盛り上げ
て行こうということガッツポーズです！
全国いつでもどこでも飛んで参ります
ので。是非お声がけ下さい！ 千葉ニュータウン安全協力会

役員のみなさまと

　一人でも多くの会員のみなさまへ
情報が行き届くようLINE公式アカ
ウントを開設しました。在住協通信
や特に必要な情報を抜粋して発信し
ます。
　下記のQRコードをスキャンいた
だくと友だち追加できます。

ぜひご登録ください！

健康保険証の廃⽌に伴う現場作業員の健康保険の加⼊証明書類について
法定調書の電⼦提出義務基準の引き下げについて
改正建設業法等の⼀部施⾏について
⾃治体（とんび会）要望活動等への対応⽅針について
質問検査権に係る地⽅税法の改正等について 行政機関情報

行政情報アクセスランキング 
在住協ホームページアクセス 情報 TOP5 
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「建築大工技能者等検討会」より 
工務店等に直接雇用されている建築大工の実態調査 調査報告（抜粋）

2020 年に47 万戸の新設木造
住宅に29.8 万人の大工で対応
していたものが、2035 年には
8.5 万戸（17％）減の38.5万戸
を、半分以下の13.5 万人の大
工で建てることになる。

※工務店等事業者回答社数　全体で982 社、社員大工数は2,359 人

※大工1人につき
　1.6戸→2.9戸を担う時代へ

2020年比 17％減

55％減

【背景】大工数と新設住宅着工戸数の将来推計

出典：
「ニュースリリース 」
　2024年6月 株式会社野村総合研究所
「NO.76 建設経済レポート」
　2024 年3 月 一般財団法人 建設経済研究所

ポイント１ 過去3年間の入職者数と離職者数

2024年調査　入職者数 836人　離職者数 390人　離職率47％
（参考）2021年調査時の離職率54％に対し７％改善するも未だ約半数が離職している

ポイント２ 大工を採用できた事業者の特徴
何らかの基準に基づき賃金を決定している
給与支払い方法が月給制（基本給定額制）である
隔週2日を含む週休2日制を採用
就業規則を作成している

ポイント３ 60歳以上大工と女性の活躍
2021年比女性大工が倍増
社員大工全体の12％占める

大工は60歳を超えても賃金が下がり
づらく、賃金基本調査の平均を上回
り、長く活躍できる職種といえる。
また、女性大工が2021年比で倍増。
事業継続のためには、高齢者や女性が
働きやすい体制づくりが望まれる。

2035年の将来推計と実態調査から人材に関するポイント３点を抜粋しました。
最新情報を雇用継続や人材確保のためぜひ参考になさってください。

※集計期間  2024年7月～2025年1月末

正社員建築大工のうち女性の人数と割合
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